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エコマーク商品類型 No.123「建築製品（内装工事関係用資材）Version2.18」認定基準書 

分類 B-2 ～障子紙、襖紙～ 

 
(公財)日本環境協会 

エコマーク事務局 

 
１．認定基準制定の目的 

本商品類型は、2002 年 4 月 20 日制定のエコマーク商品類型 No.123「再生材料を

使用した建築用製品」を見直し、従来より推奨してきた再生材料を使用した製品にと

どまらず、有害化学物質の使用抑制、省エネルギーといった観点など、製品ライフサ

イクルの概念の導入に伴う環境配慮の総合的評価を行い、あらためて認定基準として

制定したものである。 

 社会状況においても、循環型社会形成推進基本法ならびにグリーン購入法などが制

定され、建設業界は、標準的な指針などとして「建設業におけるグリーン調達ガイド

ライン」（2002 年 7 月）を作成し、より積極的な環境保全活動を推進する取組みを示

している。このような状況を踏まえ、エコマークでは引き続き建築製品について採り

上げ、環境に配慮した建築製品の普及推進を図る。 
 

 
２．適用範囲 

  □障子紙 JIS S 3102 

□襖紙 

 

 
３．用語の定義 

古紙 市中回収古紙および産業古紙。 

市中回収古紙 店舗、事務所および家庭などから発生する使用済みの紙。 

産業古紙 原紙の製造工程後の加工工程（紙加工工場、紙製品工場、印刷

工場および製本工場など、紙を原材料として使用する工場）か

ら発生し、製品として使用されない紙。 

ただし、紙製造業に属する事業を行う者（以下「紙製造事業者」

という。）の工場又は事業場（以下「工場等」という。）におけ

る製紙工程で生じるもの及び紙製造事業者の工場等において加

工等を行う場合（当該紙製造事業者が、製品を出荷する前に委

託により、他の事業者に加工を行わせる場合を含む。）に生じる

ものであって、商品として出荷されずに当該紙製造事業者によ

り紙の原材料として利用されるものは、古紙としては取り扱わ

ない（平成 3 年 12 月 24 日通商産業省「紙製造業に属する事業
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を行う者の古紙の利用に関する判断の基準となるべき事項を定

める省令等の運用について」より）。 

古紙パルプ 使用済みの紙・板紙又は紙・板紙の断裁くずなどを難解処理又

は離解・脱インキ処理して得たパルプ 

古紙パルプ配合率 製品中で使用される紙に含まれるパルプ中の古紙パルプの質量

割合で、古紙パルプ／（バージンパルプ+古紙パルプ）×100（％）

で現される。ただし、パルプは含水率 10％の質量とする。なお、

損紙については、古紙パルプ配合率の計算式の分母、分子にそ

れぞれ含めない。 

損紙 製紙工程で生じるくず紙。損紙には、抄紙機の湿部で出るぬれ

た損紙と、乾燥部以後及び仕上げ工程から出る乾燥損紙とがあ

る。これは、普通離解して再使用する（JISP0001：紙・板紙及

びパルプ用語より）。 

濡れた損紙をウェットブローク、乾燥した損紙をドライブロー

ク、そのまま系内で原料として使用されるものを回流損紙、一

度工場内に保管され原料として使用されるものを仕込み損紙と

呼ぶこともある。 

処方構成成分 製品に特性を付与する目的で、意図的に加えられる成分をいう。

製造プロセス上、不可避的に混入する不純物成分は含まない。 

リサイクル マテリアルリサイクルをいう。エネルギー回収(サーマルリサイ

クル)は含まない。 

リサイクル繊維 ポリマーリサイクル繊維またはケミカルリサイクル繊維。 

ポリマーリサイク

ル繊維 

プレコンシューマ素材およびポストコンシューマ素材の再生処

理フレークまたは、ペレットなどを利用してリサイクルされた

樹脂からつくられた繊維 

プレコンシューマ

素材 

合成高分子製品や合成繊維製品を製造する工程の廃棄ルートか

ら発生した廃棄物。ただし、原料として同一の工程(工場)内でリ

サイクルされるものは除く。 

ポストコンシュー

マ素材 

使用後に廃棄された PET ボトルなどの合成高分子製品や合成

繊維製品。使用済みの梱包材料を含む。 

ケミカルリサイク

ル繊維 

ナイロンまたはポリエステル素材の使用済み製品およびプレコ

ンシューマ素材のポリマーを解重合して得たモノマーを原料と

して重合して得たポリマーからなる繊維。 

 

 
４．認定の基準と証明方法 

各基準項目への適合の証明については、付属証明書を提出すること。 

  なお、商品類型 No.104「家庭用繊維製品 Version2」の認定商品であって、本認定基 
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準で再審査を受ける場合には、該当する基準項目のうち 4-1.(1)の証明の一つである原材

料供給者の発行する「原料供給証明書」、(3)および 4-2. (6)の証明方法は、付属証明書に

必要事項ならびに既認定商品と変更が無い旨を宣言することで証明に代えることがで

きる。商品類型 No.123「再生材料を使用した建築用製品」の認定商品であって、本認

定基準で再審査を受ける場合には、該当する基準項目のうち 4-1.(1)の証明の一つである

原材料供給者の発行する「原料供給証明書」および 4-2. (6)の証明方法は、付属証明書に

必要事項ならびに既認定商品と変更が無い旨を宣言することで証明に代えることがで

きる。 

 
4-1.環境に関する基準と証明方法 

(1) 製品は、古紙パルプ配合率または繊維部分の総質量に占めるリサイクル繊維配合率が、

50％以上であること。ただし、ケミカルリサイクル繊維は、モノマー量として、再生

モノマー量が50％以上であること。 
【証明方法】 

申込者は付属証明書へ配合している再生材料の種類を記入し、再生材料の配合率に

関する証明書を提出すること。また、原料供給者発行の原料供給証明書を提出する

こと。 

 

(2) 原料に紙材(バージンパルプ)を使用した場合は、原料の原木は伐採に当たって、原木の

生産された国または地域における森林に関する法令に照らして手続きが適切になされ

たものであること。 
【証明方法】 

林野庁「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」に従

って合法性を確認＊した材料が、申込者、もしくは原料事業者により分別管理され、

申込製品に供給されていることの証明書を提出すること。あわせて、前記証明書を発

行する申込者、もしくは原料事業者は、以下のいずれかの証明書を提出すること。 

① CoC(Chain of Custody)認証制度により、事業者として認証を受けていることの証

明書 

② 事業者認定（関係団体の定める管理規範に従って、合法性の証明された木材・木

材製品の供給に取り組む当該団体の構成員について、その取組が適切である旨の認

定等）を受けていることの証明書 

③ 合法性が証明された木材・木材製品の分別管理方法(合法性を確認した木材のみを

扱っている場合はその方法。以下同様。)、証明書の一定期間の保管などを定めた

管理規範 

 
なお、上記のうち②③を選択して提出する場合、前記証明書を発行する申込者、も

しくは原料事業者は、②にあっては関係団体の定める管理規範を、③にあっては合法

性が証明された木材・木材製品の分別管理方法、証明書の一定期間の保管などに関す

る管理規範を定め、これをウェブサイトなどにより公表しなければならない。 
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* 最低限、当該木材・木材製品の合法性が証明されたものであり、かつ、分別管理されていることを記

載した直近の納入先が発行する証明書を、確認していること。 

 

(3) 製品は、別表1に示す染料を処方構成成分として添加していないこと。 
【証明方法】 

申込者は付属証明書へ本項目への適合状況を記入し、製紙事業者または染色事業者

の証明書を添えて提出すること。 

 
(4) 製品に難燃剤を使用する場合には、PBB（ポリ臭化ビフェニール）、PBDE（ポリ臭化

ジフェニルエーテル）および短鎖塩素化パラフィン（鎖状 C 数が 10～13、含有塩素濃

度が 50％以上）を処方構成成分として添加しないこと。 

  抗菌剤については可能な限り使用のないこと。使用する場合には、一般社団法人繊

維評価技術協議会の SEK マーク、一般社団法人抗菌製品技術協議会の SIAA マーク、

一般社団法人日本建材・住宅設備産業協会の抗菌性能基準使用登録制度等の認証を受

けていること。 

【証明方法】 

申込者は、付属証明書へ本項目への適合状況を記入すること。難燃剤を使用してい

る場合には化学物質名を付属証明書に記載すること。抗菌剤を使用している場合に

は、認証書の写しを提出すること。 

 
(5) 申込商品の製造にあたって、最終製造工程を行う工場が立地している地域の大気汚染、

水質汚濁、騒音、悪臭、有害物質の排出などについて、関連する環境法規および公害

防止協定など（以下、「環境法規等」という）を順守していること。 

また、申込日より過去 5 年間の環境法規等の順守状況（違反の有無）を報告すること。

なお、違反があった場合には、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は

関連する環境法規等を適正に順守していること。 
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【証明方法】 

最終製造工程を行う工場が立地している地域の環境法規等を順守していることに関

し、申込製品を製造する事業代表者もしくは当該工場長が発行する証明書(環境法規

等の名称一覧の記載または添付)を提出すること。 

また、過去 5 年間に行政処分、行政指導などの違反の有無を報告し、違反があった場

合には、以下の a.および b.の書類を提出すること。 

a. 違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、

およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとり

がわかるもの) 

b. 環境法規等の順守に関する管理体制についての次の 1)～5)の資料(記録文書の写

し等) 

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧 

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの) 

3)記録文書の保管について定めたもの 

4)再発防止策(今後の予防策) 

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果) 

 
4-2. 品質に関する基準と証明方法 

(6) 障子紙は、JIS S 3102に適合していること。 

襖紙は、自社規格などによって品質を管理したものであること。 
【証明方法】 

申込者は、該当する JIS 規格、自社規格などに適合していることを示す試験結果な

どの証明書を提出すること。申込製品または申込製品製造工場が、JIS などの認定を

受けている場合は、JIS などの認定の写しを提出することで基準への適合の証明に代

えることができるものとする。 

 

 
５．商品区分、表示など 

(1) 商品区分(申込単位)は、障子紙と襖紙は異なる商品区分とし、且つブランド名毎とす

る。色、寸法の大小による区分は行わない。 
 
(2) 原則として、製品本体などに下記のロゴマークを表示すること。なお、エコマーク商

品を保有するエコマーク使用契約者においては、これまでどおりの表示および認定番

号を記載することも可とする。 
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（表示方法に関する注記） 

* ロゴマークの表示においては、エコマーク認定番号(8 桁の数字)または使用契約者名

を表記すること。 

*「エコマーク使用の手引」2.(2)項に準じて、次に示すような「エコマーク（英語表記

も可）」を含む表現を使用してもよい。 

 「エコマーク商品」、「#エコマーク」、「www.ecomark.jp」、「Eco Mark Certificate」 

* 環境省「環境表示ガイドライン」などに準拠して、ロゴマークと関連付けて認定商

品の環境主張を表記してもよい。 

(https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/guideline/) 
* その他、上記に記載のない事項は「エコマーク使用の手引」に従うこと。 

(https://www.ecomark.jp/office/guideline/guide/) 
 

 

2007 年 5 月 5 日 制定(Version2.0) 

2008 年 8 月 21 日 改定(4-1.(3)version2.5) 

2009 年 5 月 1 日 改定(2.用語の定義) 

2010 年 3 月 15 日  有効期限延長 

2011 年 3 月 1 日 改定(5. (2)version2.9) 

2012 年 6 月 15 日 改定(5. (3)削除、4-1. (3)追加 version2.12) 

2016 年 3 月 15 日  有効期限延長 

2018 年 3 月 1 日 改定(4-1.(2)追加 Version2.15) 

2019 年 4 月 1 日 改定(5.(2)マーク表示) 

2021 年 3 月 1 日 改定(JIS 名称変更：C-4 断熱材 Version2.16)、 

有効期限延長 

2023 年 2 月 1 日 改定(プラスチック添加物、ハロゲン、抗菌剤に関する変更 

Version2.17) 
2023 年 9 月 1 日 改定(VOC 放散速度基準値(キシレン)変更、JIS 名称変更：C-2

畳 Version2.18) 

2022 年 12 月 31 日  有効期限 

本商品類型の認定基準書は、必要に応じて改定を行うものとする。  
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染料 
 

 

 以下の a、b および c に示す染料を処方構成成分として添加していないこと。 

羊毛以外の繊維は、クロム系染料を処方構成成分として添加していないこと。 

 

a.分解して下記の発癌性アミン類を生成する可能性があるアゾ系染料 

（ドイツ食品日用品法第 35 条に基づく公的試験方法集成で定められた分析方法に

より下記のアミンの１つ以上が製品 1kg 当たり 30mg を超えて検出されるもの） 
発癌性ランク（Ａ１） 
92-67-1 4-aminobiphenyl C1(EU),1(NTP,IARC) 
92-87-5 Benzidine C1(EU),1(NTP,IARC) 
95-69-2 4-chloro-o-toluidine 2A(NTP,IARC) 
91-59-8 2-naphthylamine C1(EU),1(NTP,IARC) 
発癌性ランク（Ａ２） 
97-56-3 o-aminoazotoluene  C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
99-55-8 2-amino-4-nitrotoluene  3(NTP,IARC) 
106-47-8 4-chloroaniline  C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
615-05-4 2,4-diaminoanisole  2B(NTP,IARC) 
101-77-9 4,4'-diaminodiphenylmethane  C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
91-94-1 3,3-dichlorbenzidine  C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
119-90-4 o-dianisidine; 3,3'-Dimethoxybenzidine C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
119-93-7 o-tolidine; 3,3'-Dimethylbenzidine C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
838-88-0 4,4'-diamino-3,3'-dimethyldiphenylmethan

e 
C2(EU), 2B(NTP,IARC) 

120-71-8 p-cresidine 2B(NTP,IARC) 
101-14-4 4,4'-diamino-3,3'-dichlorodiphenylmethane C2(EU), 2A(NTP,IARC) 
101-80-4 4,4'-diaminodiphenylether 2B(NTP,IARC) 
139-65-1 4,4'-diaminodiphenylsulfide 2B(NTP,IARC) 
95-53-4 o-toluidine C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
95-80-7 2,4-diaminotoluene C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
137-17-7 2,4,5-trimethylaniline  
90-04-0 o-anisidine C2(EU), 2B(NTP,IARC) 
95-68-1 2,4-xylidine 3(NTP,IARC) 
87-62-7 2,6-xylidine 2B(NTP,IARC) 
60-09-3 4amino-azo-benzene  C2(EU) 

b．発癌性染料 
569-61-9 C.I. BASIC RED 9 CI 42500 C2(EU), 

2B(NTP,IARC), 
Oeko-Tex 

2475-45-8 C.I. DISPERSE BLUE 1 CI 64500 C2(EU), 
2B(NTP,IARC), 
Oeko-Tex 

3761-53-3 C.I. ACID RED 26 CI 16150 2B(NTP,IARC), 
Oeko-Tex 

6459-94-5 C.I. ACID RED 114 CI 23635 2B(NTP,IARC) 

別 表 1 
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2602-46-2 C.I. DIRECT BLUE 6 CI 22610 C2,R3(EU),2A(NTP,IA
RC), Oeko-Tex 

1937-37-7 C.I. DIRECT BLACK 38  CI 30235 C2,R3(EU), 
2A(NTP,IARC), 
Oeko-Tex 

573-58-0 C.I. DIRECT RED 28  CI 22120 C2,R3(EU) , Oeko-Tex 
2832-40-8 C.I. DISPERSE YELLOW 3 CI 11855 Oeko-Tex 

 

c．皮膚感作性染料 
2475-46-9 C.I. DISPERSE BLUE 3 CI 61505 ETAD, Oeko-Tex 
12222-75-2 C.I. DISPERSE BLUE 35  ETAD, Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE BLUE 106  ETAD, Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE BLUE 124  ETAD, Oeko-Tex 
2832-40-8 C.I. DISPERSE YELLOW 3 CI 11855 ETAD, Oeko-Tex 
730-40-5 C.I. DISPERSE ORANGE 3 CI 11005 ETAD, Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE ORANGE 37  ETAD, Oeko-Tex 
2872-52-8 C.I. DISPERSE RED 1 CI 11110 ETAD, Oeko-Tex 
2475-45-8 C.I. DISPERSE BLUE 1 CI 64500 Oeko-Tex 
3179-90-6 C.I. DISPERSE BLUE 7 CI 62500 Oeko-Tex 
3860-63-7 C.I. DISPERSE BLUE 26 CI 63305 Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE BLUE 102  Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE ORANGE 1 CI 11080 Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE ORANGE 76  Oeko-Tex 
2872-48-2 C.I. DISPERSE RED 11 CI 62015 Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE RED 17 CI 11210 Oeko-Tex 
119-15-3 C.I. DISPERSE YELLOW 1 CI 10345 Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE YELLOW 9 CI 10375 Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE YELLOW 39  Oeko-Tex 
 C.I. DISPERSE YELLOW 49  Oeko-Tex 

参考： 国際がん研究機関(IARC) 
米国国家毒性プログラム(NTP) 
EU Directive 76/769/EC 
EU Directive 2002/61/EC 
染料および有機顔料製造会社生態学毒物学協会(ETAD) 
Oeko-Tex Standard 100 

 


